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国土交通省直轄工事における
総合評価落札方式の改善について

国土交通省大臣官房技術調査課

１．はじめに
　公共工事は、調達時点で品質を確認でき
る物品の購入とは異なり、施工者の技術力
等により品質が左右されます。そのため、
発注者は個々の工事の内容に応じて適切な
技術力を持つ企業を選定するとともに、適
切な監督・検査等の実施により公共工事の
品質を確保する必要があります。
　国土交通省においては、一般競争の拡大
や公共投資の減少に伴う競争圧力の増大な
どによる公共工事の品質の低下に対する懸
念から、価格に加えて企業の技術力を総合
的に評価する総合評価落札方式について検
討してきました。平成17年度に「公共工事
の品質確保の促進に関する法律」が成立し
たことを踏まえ、国土交通省では本格的に
総合評価落札方式を導入し、現在ではほぼ
全ての工事において適用しています。
　しかし、総合評価落札方式を実施してい
くうえで、さまざまな課題や要望に対して
技術的な対応を図ってきましたが、根本的
な解決に至らず、むしろ競争参加者の増大
による受発注者双方の負担増大や評価項目
の複雑化による品質確保の理念からの乖離
といったことが課題となっています。
　そのため、「公共工事の品質確保の促進
に関する法律」の基本理念に立ち返り、総
合評価落札方式の見直しを行うこととなり
ました。
　本稿では、「総合評価方式の活用・改善
等による品質確保に関する懇談会」（座長：
小澤一雅東京大学大学院工学系研究科教

授）における総合評価落札方式の改善に関
する議論等を踏まえ、国土交通省直轄工事
における総合評価落札方式の改善について
紹介します。

２．総合評価落札方式の課題と改善の方針
　総合評価落札方式の拡大にともない、技
術提案を求める工事が拡大するとともに、
公共投資の減少により工事の競争参加者が
増大しました。その結果、技術提案の作
成・審査に係る競争参加者、発注者双方の
事務手続の負担が増大するという課題が生
じました。
　また、総合評価落札方式を実施するにあ
たり、手持ち工事量や地域貢献の評価に関
する要望などを踏まえたことから評価項目
が複雑化したことにより、「公共工事の品
質確保の促進に関する法律」における品質
確保の理念からかい離してきました。
　さらに、総合評価落札方式において、民
間の技術力を活用するために導入した高度
技術提案型が低い適用率となるなど、民間
の技術力活用の理念からかい離するという
課題も生じました。
　そもそも、総合評価落札方式の目的につ
いては、「公共工事の品質確保の促進に関す
る施策を総合的に推進するための基本的な
方針について」（平成17年８月26日閣議決
定）において、以下の通り定められています。
　『公共工事の品質確保を図るためには、
発注者が主体的に責任を果たすことにより、
技術的能力を有する競争参加者による競争
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が実現され、経済性に配慮しつつ価格以外
の多様な要素をも考慮して価格及び品質が
総合的に優れた内容の契約がなされること
が重要である。こうした契約がなされるた
めには、発注者が、事業の目的や工事の内容
に応じ、競争参加者の技術的能力の審査を
適切に行うとともに、品質の向上に係る技
術提案を求めるよう努め、落札者の決定に
おいては、価格に加えて技術提案の優劣等
を総合的に評価することにより、最も評価
の高い者を落札者とすることが原則である。』
　つまり、価格に加え、技術提案の優劣等
を総合的に評価して落札者を決定すること
により、公共工事の品質確保を図ることが
総合評価落札方式の目的と言えます。
　以上を踏まえ、総合評価落札方式の改善
については、建設業許可、競争参加資格審
査、競争参加資格要件設定との適切な役割
分担のもと、以下の４点を基本方針として
改善を図ることとなりました。
①　施工能力の評価と技術提案の評価に二

極化
②　施工能力の評価は大幅に簡素化
③　技術提案の評価は品質の向上が図られ

ることを重視
④　評価項目は原則、品質確保・品質向上

の観点に特化
　具体的には、総合評価落札方式適用につ
いて、現在は簡易型、標準型、高度技術提
案型に分類されているところ、企業の施工
能力を評価する「施工能力評価型」、およ
び施工能力に加え技術提案を求めて評価す
る「技術提案評価型」に二極化することに
なりました（図－１）。また、評価項目に
ついては、手持ち工事量など、品質確保の
理念からかい離した項目ではなく、原則と
して、品質確保・品質向上の観点に特化し
た評価項目で評価を行います。
　なお、今回は総合評価落札方式の見直し
を行いますが、２年に１度の競争参加資格
審査、工事毎の競争参加資格要件の設定、
および総合評価の適切な役割分担につい

図－１　総合評価落札方式適用の見直し（二極化）
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て、引き続き検討する予定です。

３．総合評価落札方式のタイプ選定方法
　総合評価落札方式のタイプ選定方法を図
－２に示します。技術提案を求めて評価す
る必要がある工事については、原則として

「技術提案評価型」を適用し、それ以外の
工事については「施工能力評価型」を適用
します。
　「技術提案評価型」のタイプ選定は以下
の通りです。
①　技術提案を求めて評価する必要がある

工事のうち、通常の構造・工法では工期
等の制約条件を満足した工事ができない
場合は「技術提案評価型（ＡⅠ型）を適用

②　①以外の工事のうち、想定される有力
な構造形式や工法が複数存在するため、
発注者としてあらかじめ一つの構造・工
法に絞り込まず、幅広く技術提案を求
め、最適案を選定する必要がある工事に
ついては「技術提案評価型（ＡⅡ型）」
を適用

③　②以外の工事のうち、標準技術による
標準案に対し、部分的に設計の変更を含
む工事目的物に対する提案を求める、あ
るいは高度な施工技術や特殊な施工方法
の活用により、品質の向上、コスト縮
減、工期短縮等を特に求める必要がある
工事については、「技術提案評価型（Ａ
Ⅲ型）」を適用

④　③以外の工事のうち、WTO対象工事、
または技術的難易度評価の小項目にＡ評
価がある工事については、「技術提案評
価型（Ｓ型）」を適用

⑤　①～④以外の工事は「施工能力評価
型」を適用

また、「施工能力評価型」のタイプ選定は
以下の通りです。
①技術提案を求めて評価する必要がない工

事のうち、以下の工事については「施工
能力評価型（Ⅰ型）」を適用

　・工事難易度Ⅱ以上の工事
　・工事難易度Ⅰの本官工事

・工事難易度Ⅰの分任官工事で施工計画

図－２　総合評価落札方式のタイプ選定フロー（案）
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を求めて企業の施工能力を評価する必
要がある工事

②　①以外の工事は施工能力評価型（Ⅱ
型）を適用

４．技術評価点の配点方針（案）
　技術評価点の加算点の評価項目は、
①　技術提案
②　企業の能力等
③　技術者の能力等
とし、加算点合計およびその内訳は、図－３
に示す配点割案（案）のとおりとしました。
　このうち、②企業の能力等と③技術者の
能力等の配点割合は同じとします。
　また、地域精通度・貢献度等について
は、②企業の能力等の中で評価し、配点は
10点を上限とします。
　企業の能力等の評価項目は、提案企業の
施工実績、工事成績および表彰を必須とし、
必要に応じて、当該企業の施工能力を判断
できる項目を適宜設定します。また、技術
者の能力等の評価項目は、当該技術者の施
工実績、工事成績及び表彰を必須とし、必
要に応じて、当該技術者の施工能力を判断
できる項目を適宜設定することとします。

　なお、地域精通度・貢献度等の評価項目
は、災害協定の有無・災害活動の実態、近
隣地域での施工実績等の社会資本整備・管
理に関係のある項目について必要に応じて
設定します。社会資本整備・管理に直接的
な関係のない項目は設定しません。

５．評価項目と評価基準（例）
　図－４に、技術提案評価型（Ｓ型）のう
ち、WTO対象工事以外の工事に対する評
価項目と評価基準の例を示します。
　技術提案を求める競争参加者数を絞り込
む必要がある場合には段階選抜方式を適用
することとし、この場合、企業・技術者の
能力等により、５～ 10者程度に絞り込み、
技術提案の提出を求めます。
　総合評価では、企業・技術者の能力等の
点数に技術提案の点数を加えた点数を加算
点とします。
　また、ヒアリングを実施する場合、監理
能力に対する評価結果に応じた係数を技術
者の同種工事実績の点数に乗じ、技術提案
に対する理解度に対する評価結果に応じた
係数を技術提案の点数に乗じて加算点を算
出します。

図－３　配点割合（案）
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６．高度技術提案型の課題
　現状の高度技術提案型については、適用
件数が少ないことや、民間の高い技術力の
有効な活用が必要であるが、手続が煩雑で
あるという課題がありました。
　また、高度技術提案型において低入札価
格調査等を行う場合、技術評価点の最も高
い技術提案に基づき予定価格を算定し、調
査基準価格を設定してきましたが、競争参加
者は各々の提案に基づき入札してくるため、
品質確保の実効性及び施工体制確保の確実
性の観点から、調査基準価格が実質的な意
味をなしていないという問題があります。
　そこで、それぞれの課題に対して、以下
のような対応を図ります。
⑴　適用件数の拡大
　これまで、標準Ⅰ型等で実施されてきた
低土被り道路・共同溝トンネルやシールド
工事等について、対象工事を選定し、技術

提案評価型（Ａ型）の適用可否を検討しま
す。
　また、従来の高度技術提案型では、目的
物全体の設計・施工一括発注を行うⅠ型、
Ⅱ型と、発注者の示す標準型に対して、高
度な施工技術等により社会的便益の相当程
度の向上を期待する場合に適用するⅢ型に
区分されていましたが、部分的な設計変更
を含む工事目的物に対する提案の位置づけ
がありませんでした。そのため、部分的な
設計変更を含む工事目的物に対する提案を
求めるタイプを、技術提案評価型（ＡⅢ
型）に位置づけます。
　さらに、技術提案評価型（Ａ型）では、よ
り優れた技術提案とするために、発注者と
競争参加者の技術対話を通じて技術提案の
改善を行うことを基本としますが、工事内
容に応じて、技術提案の改善が必要ないと
認められる場合に、技術提案の改善を行わ

図－４　評価項目と評価基準（技術提案評価型・非WTO（例））
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ないことで手続きを簡素化できるようにし
ます。
⑵　より技術力を重視した評価方法（案）
の導入

　民間の高い技術力を有効に活用するとい
う観点から、最も優れた提案に加算点の満
点を付与し、それ以外の提案より20点程度
優位に評価することを基本とします。ただ
し、技術提案が同程度に優れた者が複数い
る場合はこの限りではありません。
⑶　施工体制確認型総合評価落札方式の試行
　品質確保の実効性及び施工体制確保の確
実性の観点から調査基準価格が実質的な意
味をなしていないという課題に対しては、
技術提案評価型（Ａ型）について、施工体
制確認型総合評価落札方式の試行を行いま
す（図－５）。施工体制確認の基準価格に
ついては、予定価格に見積を採用された者
について、従来の低入札価格調査基準価格
を基準価格とし、それ以外の者については、
その者の見積を基に低入札価格調査基準価
格に相当する価格を算定し、基準価格とし
ます。また、技術提案と合わせて提出され
た設計数量や、必要に応じて求めた単価表
等に基づき積算した価格が入札時の内訳書
と異なる場合は、理由の説明を求め、物価の

変動等特別の理由がない限り当該技術提案
を認めず、入札を無効とすることを基本と
します。

７．段階選抜方式の試行
　入札参加者の技術提案の負担の軽減等を
図る観点から、総合評価落札方式の試行に
ついて引き続き実施し、課題の抽出、改善
案の検討等を行います。

８．おわりに
　平成24年度から、各地方整備局におい
て、総合評価落札方式の改善案に基づき、
新方式での試行の準備、実施、検証を行う
とともに、本格運用に向けて準備を進める
こととしています。
　また、今後、以下の課題について検討す
ることとしています。
①　競争参加資格審査、工事ごとの競争参

加資格要件および総合評価の役割分担
②　総合評価における評価項目の検討
③　総合評価における配点の検討
④　新方式による試行のフォローアップ
⑤　段階選抜方式の検証
⑥　ヒアリングの検証
⑦　総合評価ガイドライン等の改定

図－５　技術提案評価型（Ａ型）における施工体制確認型総合評価落札方式の価格設定方法


